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　  伊勢原市は、昭和４６年の市制施行から４０年以上が経過し、まちとしての成熟期を

　迎えています。市を取り巻く環境は大きく変化し、人口減少・少子高齢化社会への対応、

　安全・安心意識の高まりへの対応、経済規模縮小による活力低下への対応、都市の持続

　性に配慮したまちづくりへの対応、新しい自治の確立への対応、新東名高速道路・国道

　２４６号バイパスなど市を取り巻く広域的な課題への対応などが求められています。

　  このような状況の中、市は、平成２５年度を始期とする「伊勢原市第５次総合計画」

　を策定しました。この新総合計画は、豊かな自然環境と先人から受け継いだ都市機能が

　調和した「ふるさと伊勢原」を、市民、地域、企業、団体、行政など、「みんなの力」

　で発展させ、もっと暮らしやすい、新しい「ふるさと伊勢原」を築いていこうとするも

　のです。

　  限られた財政状況の中、この新総合計画を具現化し、将来都市像とされた「しあわせ

　創造都市いせはら」を実現するとともに、今後も進展すると予想される市民ニーズの多

　様化や社会制度の改変による業務量の増加に備えるために、市は、これまで以上に効率

　的・効果的な執行体制を整える必要があります。特に、義務的経費の大きな部分を占め

　る人件費の抑制という観点から、計画的に職員数を管理し、無駄をなくしていく改善努

　力が必要です。

　　そこで、新たな定員管理計画を策定する必要があると判断し、平成２５年度を初年度

　として、平成２９年度を目標年次とする「伊勢原市定員管理計画」を策定いたしました。

２  定員管理の状況

　　平成１７年４月１日現在の職員数から対象として、次のとおり計画を策定して定員管

　理に取り組んでまいりました。

　　（１）  伊勢原市定員適正化計画（計画期間：平成１７年度～平成２１年度）

　　　（８０人）の減員目標に対し、１０．８％（８７人）の減員を実施しました。

　　（２）  伊勢原市定員管理の取組に関する当面の方針（計画期間：平成２２年度～平成２４年度）

        平成２２年４月１日現在の職員数７１５人の３．１％（２２人）の減員目標に対

　　　し、４．１％（２９人）の減員を実施しました。

１　計画策定の趣旨

平成１７年４月１日現在の職員数８０２人（教育長を除く。）の１０．０％
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　　前記の(1)と(2)の期間を通算しますと、平成１７年４月１日現在の職員数８０２人か

　ら平成２５年４月１日現在の職員数６８６人へ、８年間で１４．５％（１１６人）の減

　員を実施しました。

【年度別職員数削減取組目標・取組実績】　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　（人）

３　職員数の現状

　 （１） 類似団体との比較の方法

　　　毎年４月１日現在で国が実施する「地方公共団体定員管理調査」は、全国の地方公

　　共団体の部門・職種ごとの職員数を調査するものです。

　　　その中で定員管理の参考指標の一つとして用いられている「類似団体別職員数の状

　　況」は、人口と産業構造の２つの要素を基準として、すべての市区町村をいくつかの

　　グループに分け（同じグループに属する市を「類似団体」といいます。）、グループ

　　ごとに人口１万人当たりの職員数（加重平均値）を算出し、職員数の比較を行うもの

　　です。

　　　なお、市によって実施している事業にばらつきがある公営企業等会計部門は除外し、

　　普通会計部門の職員数を対象としています。

　　　「類似団体別職員数の状況」では、類型別団体ごとに、人口１万人当たり職員数の

　　平均値について、類型内における全団体の平均値を単純に算出する「単純値」と、当

　　該部門に職員を配置している団体のみを対象として平均値を算出する「修正値」を算

　　出しています。普通会計部門、一般行政部門、大部門といった大まかな状況を把握す
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　　る場合には「単純値」が、中部門、小部門といった細かい状況を把握する場合には

　　「修正値」が適しています。

　 （２） 定員管理診断表による分析

　　　定員管理診断表により本市と類似団体を比較をしてみると、本市の総体的な職員数

　　は、類似団体の平均値を下回っていますが、部門別にみると、衛生部門、土木部門及

　　び教育部門の職員数は、類似団体の平均値を上回っています。

　　ア　平成２４年４月１日現在の定員管理診断表の単純値に基づき比較すると、一般行

　　　×９８，１７５人÷１０，０００人）に対し、本市の職員数は４２９人で１０６人

　　　下回っています。

　　イ　特別行政（教育、消防）を含めた普通会計職員数においては、類似団体との比較

　　　による試算値７２２人（＝７３．５３人×９８，１７５人÷１０，０００人）に対

　　　し、本市の職員数は６６０人で６２人下回っています。

　　ウ　次に、修正値により部門別に本市と類似団体を比較すると、衛生部門では、衛生

　　　一般部門が４人、ごみ収集部門が２２人上回っており、清掃一般部門などで計７人

　　　下回っているものの、衛生部門全体では１９人上回っていることになります。衛生

　　　一般部門及びごみ収集部門の職員数の適正化が求められます。

　　エ　土木部門では、土木一般部門が８人、都市公園部門が５人上回っており、建築部

　　　門などで計６人下回っているものの、土木部門全体では７人上回っていることにな

　　　ります。土木一般部門及び都市公園部門の職員数の適正化が求められます。

　　オ　教育部門では、小学校の施設業務、学校事務、給食調理などを行う小学校部門の

　　　職員数が２２人、教育研究所等部門及び保健体育一般部門の職員が各３人上回って

　　　おり、これらの部門の職員数の適正化が求められます。

　　　以上の点から、本市の職員数については、これまでの定員管理の取組により、全体

　　的にはほぼ適正な水準にありますが、部門別にみると、いくつかの部門において更に

　　適正化の努力が必要であるといえます。

　 （３） 県内他市との比較

　　　人口１万人当たり職員数を部門別に県内他市と比較してみると、一般行政部門につ

　　いては、県内１６市平均４４．９４人に対し４３．７０人（１６市中８位）、普通会

　　計部門については、県内１６市平均６５．０４人に対し６７．２３人（１６市中１１

政部門においては、類似団体との比較による試算値５３５人（＝５４．４６人
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　　位）となっており、平均値付近ではあるものの、改善のためには更なる努力が必要で

　　あるといえます。

【大部門以上定員管理診断表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

（注）各部門別職員数は、地方公共団体定員管理調査（教育長を含む。）による。
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【中・小部門定員管理診断表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）
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（注）各部門別職員数は、地方公共団体定員管理調査（教育長を含む。）による。
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【県内市別部門別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）】

（注１）教育長を含む。

（注２）各部門別職員数は、地方公共団体定員管理調査による。

（注３）政令指定都市を除く１６市。
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４　計画期間

　　定員管理計画は、伊勢原市第５次総合計画を補完する計画であることから、計画の期

　間は、第５次総合計画・前期基本計画の計画期間と合わせ、平成２５年度から平成２９

　年度までの５年間とします。

　　なお、期間の中間年に当たる平成２７年度に見直しを行い、改訂版を作成するものと

　します。

【計画期間中の見直し】

５　計画の基本的な考え方

　　定員管理計画は、伊勢原市第５次総合計画に掲げられた５つの力のうち、「自治力」

　を具現化するための個別計画のひとつとして位置付けられています。

　　また、伊勢原市市政調査会による「伊勢原市の財政健全化に対する意見」（平成２５

　年９月２６日）においても、職員数の適正化による人件費の抑制は、喫緊の課題とされ

　ています。

　　行財政改革の一環として無駄のない効率的な行政運営を実現するため、伊勢原市第５

　次総合計画はもとより、伊勢原市財政健全化計画及び伊勢原市第四次行財政改革推進計

　画を踏まえ、次の諸点に重点を置いた職員数の適正化を目指します。

　 （１） 簡素で効率的な執行体制の実現

　　　厳しい財政状況の中、最小の経費で最大の効果を上げるため、必要最小限の職員数

　　により市民サービスの提供を行うことができるよう、事務執行状況の確認と見直しを

　　行い、一般職が行わなければならないものと再任用職員、非常勤嘱託職員及び臨時職

　　員の活用を図るものとを判別しながら、簡素で効率的な執行体制の実現に努めます。

平成２８年度平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２９年度

【見直し】改訂版の作成
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　 （２） 人件費の抑制

　　　市財政の義務的経費において大きな部分を占める人件費について、計画的に職員数

　　を管理し、改善努力を継続することにより、支出の抑制に努めます。

　 （３） 行政サービスの見直し

　　　法令により市に義務付けられた仕事のほか、市が行わなければならない仕事は何か、

　　民間に任せたほうが効率的な仕事は何か、市民から望まれている行政サービスは何か、

　　といった観点から、市を取り巻く環境の変化に応じて、真に必要な業務及び業務の運

　　営方法等の見直しに努めます。

　 （４） 各種方針・意見・調査の反映

　　　ア　個別の方針による取組の反映

　　　　計画の期間内においては、「伊勢原市公立保育所民営化方針」や「技能労務職員

　　　等の給与等の見直しに向けた取組方針」など、個別に定めた運営方針による、取組

　　　の反映に努めます。

　　　イ　外部委員による意見の反映

　　　　計画の策定及び執行に当たっては、伊勢原市市政調査会及び伊勢原市行財政改革

　　　推進委員会の委員による意見の反映に努めます。

　　　ウ　各課ヒアリング調査の反映

　　　　計画の策定に当たっては、庁内ヒアリング調査の実施により、業務の状況、業務

　　　の増減の見込み、業務の見直しに対する考え方等を確認し、調査結果の反映に努め

　　　ます。

６　計画の目標職員数

　　平成２５年４月１日現在の職員数６８６人（教育長を除く。）の５．０％である３４

　人を削減し、平成３０年４月１日現在の職員数を６５２人とすることを目標とします。

8



【年度別職員数削減取組目標】　 　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　

（注１）平成２５年４月１日現在職員数取組目標は、同日現在職員数実数。

（注２）教育長は含まない。

（注３）平成２４年度決算額は、正規職員、再任用職員、任期付短時間勤務職員、非常勤嘱託職員及び臨時職員の給与、

　　　報酬等の額。

７　計画推進の手法

　　計画期間内においては、１０９人の職員（行政職Ⅰは９１人、行政職Ⅱは１８人）が

　定年退職により減員となることから、その補充は、将来の行政運営を担う人材の計画的

　な確保に配慮しつつ必要最小限とし、次に掲げる基本方針に沿った中で、引き続き定員

　の削減を図っていきます。

　 （１） 事務事業の見直し

　　　日常業務において、職員自らムリ・ムダ・ムラがないかチェックし、執行体制の向

　　上に努めます。

　 （２） 再任用職員等の活用

　　　再任用職員、任期付職員、非常勤嘱託職員及び臨時職員の活用により、事務の種類、

　　特性、専門性等に応じた適材適所の人員配置に努めます。

　 （３） アウトソーシングの活用

　　　職員が直接行う必要のない業務、民間と競合している業務、公的サービスのうち民

　　間にノウハウがある業務等について、民間委託、指定管理者制度等の活用により、業

　　務の委託化等の推進を図ります。

　 （４） 組織の再編

　　　必要に応じて、部・課を再編して事務分担を見直し、効率的で機能的な事務執行体

　　制を整えます。

平成
２５
年度

平成
２６
年度

平成
２７
年度

671686 663

　　　　　　　　　　　年度区分

増減員区分

５年間の
削減取組

合計

平成
２９
年度

平成
３０
年度

平成
２８
年度

75

△ 1,820△ 251 △ 209 △ 380 △ 491 △ 489

△ 34

△ 109△ 24 △ 14 △ 22

18 1822 11

各年度４月１日現在
職員数削減取組目標（人）

　定年退職者数（人）

　採用者数（人）

平成２４年度決算額との比較によ
る効果額（見込み）（百万円）

677

6

652684

△ 20 △ 29
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　 （５） 職員の能力向上

　　　ＯＪＴを含む職員研修を通じて職員の業務執行能力を高め、能力の向上に努めます。

８　計画の進行管理

　 （１） 毎年度の取組

　　　定員管理計画は、毎年度、各所属の事務量と人員の配置について点検を行います。

　　　点検結果については、庁内組織である「伊勢原市行財政改革推進本部」と庁外組織

　　である「伊勢原市行財政改革推進委員会」にそれぞれ報告し、意見を受けます。

　 （２） 中間年（改訂年）の取組

　　　社会経済情勢の変化を踏まえ、計画の中間年に当たる平成２７年度に計画の見直し

　　を行い、計画の進行管理を行います。

　 （３） 採用計画への反映

　　　定員管理計画に基づき、毎年度、事務量の増減等を勘案した中で職員採用計画を策

　　定し、計画的に職員を採用していきます。

計画主管課

伊勢原市定員管理計画

⑧各所属の事務量と職員数の点検結果

のまとめ（毎年度）

⑮計画の見直し・改訂（改訂年）

⑯改善

各所属

⑤業務の執行

⑦報告・意見

④計画の提示、⑥点検

職員採用計画

定員管理計画に

基づき、計画的

に職員を採用

反映

伊勢原市

行財政改革推進委員会
（庁外組織）

②計画策定時の意見聴取

⑬進行管理

⑭意見

⑫報告

中間報告

⑨報告

⑪意見③意見

①計画案の提示

計画

伊勢原市

行財政改革推進本部
（庁内組織）

⑩進行管理
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　［表１］部門別職員数の推移

  ［表２］職種別職員数の推移

  ［表３］取組期間内の年度別職種別職員定年退職予定者数
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［表１］部門別職員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（人）

（注）各部門別職員数は、地方公共団体定員管理調査（教育長を含む。）による。

　　　　　　年度別区分

部門別区分

△ 4

△ 8

2

△ 4

1

8

96

8

平成
２１
年度

8 8 8

114

平成
１８
年度

8

△ 116

24

8

118 116 118

８年間
の部門
別増減
員数
合計

0

△ 10

△ 5

△ 4

△ 19

△ 1

△ 38

△ 1

670

各年度４月１日現在職員数

9

77

平成
１７
年度

平成
２２
年度

平成
２０
年度

100

0

120

256

660663715749 743 731

1 1

140 135

労　　働 1 1 1

121

一般行政計 473

93

普
　
通
　
会
　
計

78 73

101 97

71

税　　務 36 37 32 32

83 82 80

107 108

105

121

25

普通会計計

特別行政計

議　　会 8

総　　務 115

702

25 2425

民　　生 104

3537

衛　　生 86

107 104

35

242

△ 26

8 8 7 1

△ 68

△ 107

122

229 △ 39

116

232

111

122 116 115 117

226

91 86

一
　
般
　
行
　
政

12

21

8 8

商　　工

土　　木

農林水産 26 25 26

29 27

112

470488 487 482 444

25

103

8 8

124

261

2

11 10

748765

50

特
別
行
政

教　　育

消　　防

125 120

13

そ の 他

51 50

794 781

249

△ 945

11 10

45

22

10

2

9

22

46

21

公営企業等会計計 54

下水道事業

合 計

11

1211

2

46

12

2

国民健康保険事業 10

介護保険事業

803

公
営
企
業
等
会
計

716 705

45

708

2

13

2

12

3

9

平成
２３
年度

108

429

81

108

13

72

8

231

0

9

24

1 1

109

434

79

24

21

108

105

33

平成
２５
年度

420

222

642

平成
１９
年度

32

67

102

22

687

平成
２４
年度

8

105

1



〔表２〕職種別職員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（人）

（注）各職種別職員数は、地方公共団体定員管理調査（教育長を含む。）による。

　　　　　　年度別区分

職種別区分

682 674

6

49 49

6

103

6

10

6

6

794

655 641

6

55

4 4

△ 85

10

6

△ 6

公園整備員

2 2

6

８年間
の職種
別増減
員数
合計

47

748合 計

101

803

98

708 687

47

平成
２０
年度

平成
２１
年度

平成
２２
年度

80

121

平成
１７
年度

平成
１８
年度

13

403

技師 90

12

114

8 7

14

8

一般事務職

教育公務員

13

行
　
政
　
職
　
Ⅰ

消防吏員 117

計 121

給 食 調 理 員 50

120

校務整備員

計

環境整備員

81 79

37保育士

89

35

13

技能職員 4 3

労
務
職
員

45

13 13 13

行
　
政
　
職
　
Ⅱ

5

8

46

土木整備員

5

8

平成
１９
年度

81

388

事
務
職
員

14 14

37

117 120

396

栄養士

保健師

378

35 35

13

705

15

44

5

8

33

13

347

2

6

7

△ 68

△ 15

△ 1

3

90

335

△ 2

△ 9

4

4

△ 1142

39

2

5

75

6

13

114 116

△ 31

△ 116

7

△ 6

2

0

△ 1

△ 2

13

120

2

36

597

15

39

716765781

5 5

107

613

40

2

5

44

110

3

46

117

664

44

28

607

346

79

121

607

4142

6

35

平成
２３
年度

13

13

平成
２４
年度

351392

8

75

31

平成
２５
年度

8

各年度４月１日現在職員数

2



［表３］取組期間内の年度別職種別職員定年退職予定者数　　　　　　　

（人）

14

91

給 食 調 理 員

　　　　　　　　　　　　年度別区分

職種別区分

21

17

2

計

技 能 職 員

0

1

土 木 整 備 員

0

25

教 育 公 務 員

栄 養 士

18

0

0 0

8 60

9

0

2

計

3

6

20

0

10

4

1

3

4

0

0

0

0 0校 務 整 備 員

労
務
職
員

1環 境 整 備 員

0

1

0

1

2 2

5

0

0

6

平成
２８
年度

保 育 士行
　
政
　
職
　
Ⅰ 0

各年度定年退職職員数

6

0

16

消 防 吏 員 23

1 0

保 健 師

0

技 師

平成
２５
年度

平成
２７
年度

５年間の
退職者数
合　　計

1 1

0

3

0

0

合　計

11

22

0

0

一 般 事 務 職

0

0

0 0

1

20

1

12

0

0

公 園 整 備 員

1

1

0

2
事
務
職
員

行
　
政
　
職
　
Ⅱ

24

00

17

1

8

平成
２９
年度

0

0

109

16

29

1

0

平成
２６
年度

18

0

0

5 2 1

3


